第１２章　商業および貿易
商業の概況
　昭和49年５月１日現在で実施された商業統計調査結果によると、大阪府下の商店数は19万6,291店（6.6パーセント増）となり、従業者数も105万5,753人（4.3パーセント増）となった。
　年間販売額は昭和48年秋以降の石油危機や狂乱物価などを反映し、前回調査（昭和47年）の24兆1,007億1,400万円を大きく上回って一挙に40兆円を突破し､40兆2,034億8,800万円（66.8パーセント増）となった。
　特徴としては、卸売業の伸びが前回の鈍化傾向から一転して大きく飛躍したこと、飲食店のいぜん増加、総合商社（各種商品卸売業）の年間販売額急増、スーパー商店の大幅増加などがあげられる。
　なお10年前（昭和39年）と比較すると、商店数で1.5倍、従業者数で1.4倍、年間販売額で3.9倍の増加となっている。
　一方、全国に占める大阪府の割合は、商店数が8.2パーセント、従業者数が10.0パーセント、年間販売額が18.4パーセントとなり、東京都についで全国第二位の地位にあり、西日本経済の中枢として大きな役割を果たしている。
業種別構成
　業種別にみると、商店数は卸売業が３万2,998店（構成比16.8パーセント）、小売業が11万2,072店（同57.1パーセント）、飲食店が５万1,221店（同26.1パーセント）であり、前回調査と比べて卸売業9.7パーセント増、小売業3.8パーセント増、飲食店10.9パーセント増となり、いぜん飲食店の増加が目立っている。
　つぎに、年間販売額は卸売業が36兆2,510億8,300万円（同90.2パーセント）、小売業が３兆4,146億7,900万円（同8.5パーセント）飲食店が5,377億2,600万円（同1.3パーセント）であり、卸売業が全体の９割以上と高いウェイトを占めている。また、前回調査と比べて卸売業70.5パーセント増、小売業39.2パーセント増、飲食店40.7パーセント増となり、卸売物価の暴騰などが原因となって卸売業が著しく増加し、いずれの業種とも前回調査時の伸びをさらに上回った。
　産業分類別にみると、卸売業の中で総合商社（各種商品卸売業）は17店であるが、年間販売額は９兆9,969億4,900万円と卸売業全体の27.7パーセントを占めるにいたった。また卸売業の中でウェイトの高い機械器具卸売業は商店数で17.6パーセント増、年間販売額で115.0パーセント増と大幅な増加を示した。全般に卸売業の商店は増加傾向がみられる中で繊維品卸売業が1,960店となり1.4パーセント減少したのが目立っている。
　一方、小売業をみると、各種商品小売業は商店数で141店（39.6パーセント増）、年間販売額でも7,749億2,200万円（88.6パーセント増）となり、小売業界で最高の伸びを示し、シェアは22.7パーセントを占めた。しかし、飲食料品小売業はいぜんウェイトが高く商店数で４万9,854店（構成比44.6パーセント）、年間販売額で8,977億6,600万円（同26.3パーセント）となっている。
　また、小売業に占める百貨店（旧百貨店法に該当するもの12店）とスーパー商店（451店）は商店数は少ないが、年間販売額は9,060億8,200万円（構成比26.6パーセント）を占め、前回調査と比べて2.5ポイントシェアが増加した。なお従業者１人当りの販売効率は一般の小売業が732万円であるのに対し、百貨店が2,707万円、スーパー商店が2,005万円と著しい差がみられる。
組織・規模別構成
　経営組織のうち、法人・個人別に商店の構成をみると、法人商店は卸売業が64.9パーセント、小売業が13.8パーセント、飲食店が9.5パーセントとなっている。このように卸売業は法人商店が３分の２近くを占めているのに対し、小売業及び飲食店は個人商店が圧倒的に多いなかで、いずれの業種とも年々法人化が進んでいる。
　従業者規模別にみると、卸売業は５人から９人規模が28.9パーセントを占め最も多く、ついで３人から４人規模、１人から２人規模と続き、10人未満が69.8パーセントを占めている。小売業及び飲食店は１人から２人規模が最も多くそれぞれ63.3パーセント、53.5パーセントを占め、また10人未満では96.5パーセント、94.5パーセントと圧倒的にウェイトが高い。このようにいずれの業種とも零細性が目立っているが､とりわけ小売業、飲食店では顕著である。
地域別構成
　地域別にみると、大阪市地域のウェイトは商店数が55.1パーセント、従業者数が70.2パーセント、年間販売額が90.7パーセントを占めており、いぜんとして商業活動は活発である。
　しかし、10年前と商店数及び年間販売額を比較すると、大阪市地域はそれぞれ1.2倍、3.6倍であるのに対し、周辺地域の北大阪地域は2.2倍、15.4倍、東大阪地域は2.1倍、11.2倍、南河内地域は2.0倍、10.0倍、泉州地域は1.6倍、7.3倍と増加傾向が著しく、このため大阪市地域のウェイトは低下している。
貿易の概況
　府下の貿易港（大阪港、堺港、岸和田港）における昭和50年の貿易額は、前年に比べ8.3パーセントの減少で２兆5,035億円、このうち輸出は前年に比べ6.2パーセントの減少で１兆4,450億円、輸入は前年に比べ11.2パーセントの減少で１兆0,585億円となり、貿易収支は3,864億の黒字を計上した。
　輸出に占める品種別の割合をみると原料別製品が42.1パーセント、機械類及び輸送用機器類が44.8パーセント、化学工業生産品が11.0パーセントであった。一方、輸入では食料に適しない原材料が23.8パーセント、鉱物性燃料が45.5パーセント、食料品及び動物が12.7パーセントであった。
